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○ 乳幼児健診の拡充においては、点としての健診ではなく、切れ目のない支援を提供するために適切なタイミングという観点から、
・ 出生早期の身体的疾患のスクリーニングや養育者の不安に対する助言を主目的とした1か月児健診
・ 発達障害等のスクリーニングを主目的とした5歳児健診
を特に優先して標準化し、充実していくべき乳幼児健診として提言する。

○ 標準化にあたり、以下について検討した。
・ 健康診査の種類（方法）
・ 健診内容（問診票、健康診査票）
・ 事後指導 等

乳幼児健診の拡充に向けた提言
～こども政策デジタルトランスフォーメーション推進も踏まえて～

○ 令和５年６月13日に閣議決定された「こども未来戦略方針」において「乳幼児健診等を推進する」とされ、妊娠期からの切れ目ない
支援の拡充の一環として、乳幼児健診を推進していくこととしている。

○ また、令和５年３月22日に全部変更の閣議決定がなされた「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方
針」において、「乳幼児期から成人期に至るまでの期間においてバイオサイコソーシャルの観点（身体的・精神的・社会的な観点）から
切れ目なく包括的に支援するため、個々人の成長特性に応じた健診の頻度や評価項目に関する課題抽出やガイドライン作成等の方
策を検討する」とされている。

○ さらに、母子保健のデジタル化が進められている等を踏まえ、今年度のこども家庭科学研究費補助金成育疾患克服等次世代育成
基盤研究事業の研究班（※）において、乳幼児健診の更なる標準化について検討が行われ、「乳幼児健診の拡充に向けた提言～こ
ども政策デジタルトランスフォーメーション推進も踏まえて～」をとりまとめた。

※ 身体的・精神的・社会的（biopsychosocial)に乳幼児・学童・思春期の健やかな成長・発達をポピュレーションアプローチで切れ目なく支援するための社会実装化研究（研究代
表者：永光 信一郎）、成育基本法を地域格差なく継続的に社会実装するための研究（研究代表者：山縣 然太朗 ）、母子保健情報のデジタル化とデータの利活用を推進するため
の研究（研究代表者：梅澤 明弘）の三研究班合同。

背 景

○ 乳児期早期における健診体制が十分ではない
○ ３歳児健診以降の健診体制が十分ではない
○ 法定健診と３～４か月児健診以外では乳幼児健診項目が標準化されていない
○ 母子保健と医療・福祉・教育との連携

課題

提言
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一般健康診査（標準的には、医療機関に委託して行う個別健康診査）

１か月児健診の概要

○ 生後１か月は多種多様な先天性疾患が顕在化する時期であり、早期介入が生命予後やQuality of Lifeを規定する重要な時期である。
１か月児健康診査が多くの医療機関で既に実施されている一方で、市区町村主体の健診としての実施率は32.8％（令和３年度母子保
健課調べ）であり、医療機関と自治体との健診情報連携や健診の標準化は十分ではない。

○ 育児相談を含む子育てへの不安は生後０～２か月が最も多く、乳幼児期早期の健診が養育者に対する相談支援のきっかけとなり、
伴走型相談支援等と連携し安心して子育てが出来る環境整備につながることが期待される。

背 景

○ 乳児の健康の保持及び増進
○ 重篤な身体疾患の早期発見
○ 健康を決定する社会的要因（親子関係を含む生活環境、産後の保護者のメンタルヘルス、虐待リスク等）の評価
○ 育児相談支援

目的

健康診査の種類

標準的には生後27日を越え、生後６週に達しない乳児

（上記期間を設定した根拠）
・ 早期発見・早期治療による疾病予後の改善が見込まれること （先天性心疾患、代謝疾患、胆道閉鎖症、先天性股関節脱臼等）
・ ビタミンK2の投与等
・ 新生児聴覚検査、新生児マススクリーニング検査結果の把握
・ 生後２か月頃から始まる予防接種のスケジュールについて相談
・ 子育て相談による育児不安の軽減 （伴走型支援との連携）
・ 虐待リスクの早期発見

対象者の週齢

○ 健康を決定する社会的要因を評価し、支援が必要な場合には市町村の担当窓口に報告するとともに、必要に応じて市町村の担当
窓口と連携を図りながら、かかりつけ医等での継続的な支援を実施する事が望ましい。
○ 未受診であることを把握した場合は、速やかに市町村の担当窓口に情報共有することが望ましい。
○ 虐待の可能性が疑われた場合、個別医療機関は速やかにこども家庭センター等の市町村の担当窓口または児童相談所等に通
告しなければならない。通告後は関係機関と連携を行う。

留意事項
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１か月児健康診査問診票①（案）
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１か月児健康診査問診票②（案）
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１か月児健康診査票（案）
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標準的には集団健診方式による一般健康診査

５歳児健診の概要

○ 現在の幼児における健康診査は３歳の法定健診以降、就学前健診まで多くの市区町村では健診が実施されていない。

○ ４～５歳は自閉スペクトラム症や注意欠如・多動症等の発達障害が認知される時期であるが、これら発達障害が就学時健診で指摘された場合、
事後対応の期間が十分とはいえず、保護者の理解や支援体制準備が十分整わないといった指摘がある。また、法定健診実施時の３歳では就園を
していないこどももいるため、社会性の問題に気づかれにくいことがある。

○ 学童期・思春期の健康増進に向けて、運動習慣の確保、睡眠時間の確保、適切なメディア利用、適切な食習慣の習得といった保健指導を就学前
に行うことが重要である。

背 景

○ 幼児の健康の保持及び増進
○ こどもの社会性発達の評価
○ 発達障害等のスクリーニング

○ こどもや 子育てへの支援の必要性などの評価（健康を決定する社会的要因の評価、生活習慣や養育環境、虐待リスクの評価等）

目的

健康診査の種類

実施年度に満５歳になる幼児（概ね４歳半～５歳半、但し、５歳となる日の属する年度内に実施することが望ましい。）

（上記期間を設定した根拠）

・ ５歳児は、幼稚園や保育園への通園等により、社会性が発達し、発達障害が認知される時期である。
・ 就学時に特別な教育的配慮が必要な児に対して早期介入を実施することによって、発達課題について保護者の気づきや修学適応が向上することも期待される。

対象者の週齢

○ 保護者の気付きや適切な支援につなげるための多職種による幼児・保護者等に対する相談支援（専門相談）が重要である。
○ 必要に応じて地域のリソースを踏まえつつ自治体の福祉サービス、医療等につなげる。診断を必要とせず、対応が可能なケースも多いため、
・ 健診時に多職種による専門相談の機会を提供するとともに、
・ 支援策を必要とする場合には、保健師を中心として医師（小児科医等）、心理職、保育士、教育職など多職種でカンファレンス等を通して総

合的に検討した上で、地域の実情等に応じて、児童発達支援センター等や、診断を必要とする場合には、かかりつけ医、専門医療機関等への紹介を
行う。
○ 健康を決定する社会的要因でリスク因子が認められた場合には、支援策について、自治体において、必要に応じて多職種による意見等を参考に
総合的に検討する。
○ 虐待の可能性が疑われた場合、こども家庭センター（児童福祉機能） 等に情報共有し、必要に応じ適切な対応を行う。

留意事項
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５歳児健康診査問診票①（案）
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５歳児健康診査問診票②（案）
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５歳児健康診査票（案）
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おわりに

○ 研究班で検討した１か月児健診、５歳児健診の内容について、
母子保健課を通して関係団体に意見照会を実施。いただいたご
意見を踏まえて、健診内容を精査。

○ 本日の会議でのご意見を踏まえて、年内に、研究班として、問診
票・健診票を完成予定。

○ あわせて、５歳児健診について、現在診察用のマニュアル及び
自治体の実施マニュアルを作成中であり、年明け早々に完成予定。
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